
 

千葉県立成田北高等学校同窓会 

黎明黎明黎明黎明会会則会会則会会則会会則（平成２４年度改正） 

 

 

第１章第１章第１章第１章        総総総総    則則則則    

 

（名称） 

第１条 千葉県立成田北高等学校同窓会は、黎明会（以下、「本会」という）と称する。 

 

（事務局） 

第２条 本会は、事務局を千葉県成田市 千葉県立成田北高等学校内に置く。 

 

（目的） 

第３条 本会は、会員相互の親睦を図るとともに同窓活動を支援し、千葉県立成田北高等学校（以下、 

「母校」という）の発展に寄与することを目的とする。 

 

（事業） 

第４条 本会は、前条の目的を達するために次の事業を行う。 

１．会員相互の親睦と啓発に関する事業 

２．母校の発展に寄与する事業 

３．その他本会の目的を達するために必要な事業 

 

 

第２章第２章第２章第２章        会会会会    員員員員    

 

（種別） 

第５条 本会の会員は、正会員、準会員及び特別会員とする。 

２ 正会員は、母校卒業生とする。 

３ 準会員は、母校に在籍する生徒、留学生とする。 

４ 準会員は、母校卒業の日をもって正会員とする。 

５ 特別会員は、母校現職員、旧職員、又は本会の目的に賛同する個人又は団体とする。 

 

（会費） 

第６条 会員は、終身会費として４，０００円を納付するものとする。なお、既納の会費は、いかな 

る理由があってもこれを返還しない。 

 

（会費の免除） 

第７条 本会の準会員ならびに特別会員は会費を免除する。 

 

（会員情報の登録） 

第８条 本会は、会員の個人情報を同窓会会員名簿に登録し、これを会員情報とする。 

２ 一度登録した会員情報は、会員としての資格を喪失しても、登録の抹消をしないものとする。 

３ 会員は、その会員情報に変更があった場合には、事務局に届け出なければならない。 

 



（会員情報） 

第９条 会員情報は、次のとおりとする。 

１．正会員 

１）氏名 

２）住所 

３）連絡先 

４）卒業期 

５）卒業時のクラス 

 ２．準会員は、母校の定めによるものとする 

 ３．特別会員 

１）氏名又は代表者名を含む団体名 

２）住所又は所在地 

３）連絡先 

４）職名又は旧職名、もしくは団体の概要等 

 

（会員情報の取り扱い） 

第１０条 本会は、会員情報を取り扱うにあたり、別に定める「千葉県立成田北高等学校同窓会個人 

情報保護方針」を遵守するものとする。 

 

（除名） 

第１１条 会員が、本会の名誉を著しく棄損したとき、本会に多大な損害を与えたとき、またはこの 

会則に反するような行為を行ったときは、総会の決議によって、その会員を除名することができる。 

２ 前項により会員を除名しようとするときは、その会員に対し、事前に理由を付して除名する旨を 

通知し、総会において、決議の前に弁明の機会を与えなければならない。 

 

（会員資格の喪失） 

第１２条 会員は、次のいずれかに該当するとき、その資格を喪失する。また、会員が資格を喪失し 

た場合、その旨を会員情報に記載する。 

１．死亡したとき 

２．除名されたとき 

 

（会員資格喪失に伴う権利及び義務） 

第１３条 会員が、前条によりその資格を喪失したときは、本会における会員としての権利を失い、 

義務を免れる。 

２ 本会は、会員がその資格を喪失しても、既納の拠出金品等は、これを返還しない。 

 

 

第３章第３章第３章第３章        総総総総    会会会会    

 

（構成） 

第１４条 総会は、正会員及び特別会員をもって構成する。 

 

（権限） 

第１５条 総会は、次の事項について決議する。 

１．会長、監事の選任又は解任 

２．会則の変更 

３．会員の除名 



４．事業報告及び決算報告の承認 

５．その他重要事項 

 

（開催） 

第１６条 総会は、定時総会及び臨時総会の２種とする。 

２ 定時総会は、毎年黎明祭一般公開日午後２時３０分より母校において開催する。 

３ 臨時総会は、次の各号のいずれかに該当する場合に開催する。 

１．役員会において開催の決議がされたとき 

２．正会員及び特別会員の３分の２以上が、会長に対し総会の目的である事項及び招集の理由を記 

載した書面により、招集の請求があったとき 

 

（議長） 

第１７条 総会の議長は、会長がこれにあたる。 

２ 会長が欠けたとき、又は会長に事故があったときは、副会長がこれにあたる。 

３ 副会長が欠けたとき、又は副会長に事故があったときは、その総会において出席した正会員及び 

特別会員の中から議長を選出する。 

 

（議決権） 

第１８条 総会における議決権は、正会員及び特別会員１名につき１個、特別会員が団体の場合には 

１団体につき１個とする。 

 

（書面議決等） 

第１９条 総会に出席しない正会員及び特別会員は、書面をもって議決し、又は他の正会員もしくは 

特別会員等の代理人によって、総会の議決権を行使することができる。 

２ 前項の書面により議決権を行使するときは、総会前日までに書面を本会に提出しなければならな 

い。 

３ 前第１項の代理人によって議決権を行使するときは、総会前日までに代理権を証する書面を本会 

に提出しなければならない。 

４ 前第１項の場合における前第３項の適用については、総会に出席したものとみなす。 

５ 前第２項又は前第３項の適用のない場合には、議決権を議長に委任したものとする。 

 

（定足数） 

第２０条 総会は、正会員及び特別会員の出席、ならびに第１９条の定めにより開催することができ 

る。 

 

（決議） 

第２１条 総会の決議は、出席した正会員及び特別会員、ならびに第１９条の定めによる議決権の過 

半数をもって行う。 

 

（議事録） 

第２２条 総会の議事については、議事録を作成する。 

２ 議長及び出席した議事録の作成に係る職務を行った役員を含め２名以上が、前項の議事録に署名 

する。 

 

 

第４章第４章第４章第４章        役役役役    員員員員    

 



（役員の配置及び定数） 

第２３条 本会は、次の役員を置く。 

１．会長      １名 

２．副会長     若干名 

３．書記      ２名 

４．会計      ２名 

５．監事      ３名以下 

６．常任幹事    若干名 

７．学年幹事長   各卒業年度で１名 

８．学年幹事    各卒業年度のクラス毎に男女各１名 

 

（執行役員） 

第２４条 会長、副会長、書記、会計、監事、常任幹事を執行役員とする。 

 

（名誉会長） 

第２５条 本会は、名誉会長を置くことができる。 

２ 名誉会長は、会長が委嘱し、役員会の承認を得るものとする。 

３ 名誉会長は、会長の諮問にこたえる。 

４ 名誉会長は、会長の要請により会議に出席することができる。 

５ 名誉会長の任期は、委嘱した会長の任期とする。 

 

（顧問） 

第２６条 本会は、顧問を置くことができる。 

２ 母校を代表して、母校校長が顧問として会務に参画する。 

３ 顧問の任期は、母校の定めによるものとする。 

 

（名誉顧問） 

第２７条 本会は、名誉顧問を置くことができる。 

２ 名誉顧問は、会長が委嘱し、役員会の承認を得るものとする。 

３ 名誉顧問は、会長の諮問にこたえる。 

４ 名誉顧問は、会長の要請により会議に出席することができる。 

５ 名誉顧問の任期は、原則として終身とする。 

 

（役員の選任） 

第２８条 本会の役員は次の通り選任する。 

１．会長、監事は総会の決議によって正会員より選任する。 

２．副会長は、正会員より会長が推薦し、役員会の承認をもって選任する。 

３．書記、会計は正会員より会長が委嘱する。 

４．常任幹事は学年幹事長、学年幹事及び特別会員より会長が委嘱する。 

５．学年幹事長、学年幹事は各卒業年度の正会員より会長が委嘱する。 

６．第２３条で定めた役員の定数が欠けた場合には、会長が推薦し、役員会の決議をもって補欠と 

 して選任することができる。 

 

（役員の職務及び権限） 

第２９条 会長は、本会を代表し会務を総理する。 

２ 副会長は、会長を補佐し会務を分掌する。また、必要に応じて会長の職務を代行する。 

３ 書記は、記録を行う他会務を分掌する。 

４ 会計は、会計を処理する他会務を分掌する。 



５ 監事は、役員の職務の執行の監督、事業及び会計の監査をする他会務を分掌する。 

６ 常任幹事は、会務を処理する。 

７ 学年幹事長、学年幹事は常任幹事に協力し、各卒業年度の正会員との連絡、調整にあたる。 

 

（役員の任期） 

第３０条 執行役員の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時 

総会の終結の時までとする。 

２ 学年幹事長ならびに学年幹事の任期は、執行役員に選任された日までとする。ただし、兼任は妨 

げないものとする 

３ 補欠として選任された役員の任期は、前任者の任期の満了する時までとする。 

４ 役員は、第２３条で定めた定数が欠けた場合には、任期満了又は辞任により退任した後も、新た 

に選任された者が就任するまで役員としての権利義務を有する。 

５ 役員の再任は妨げないものとする。 

 

（役員の解任） 

第３１条 会長及び監事は、総会の決議によって解任することができる。 

 

（役員の報酬及び費用） 

第３２条 役員は無報酬とする。 

２ 役員には、その職務を行うために要する費用の支払いをすることができる。 

 

（役員の損害賠償責任の免除） 

第３３条 役員がその職務を行った結果、不幸にして本会に損害が発生した場合、役員会の決議によ 

り賠償責任の一部又は全部を免除することができる。 

２ 会長は、前項を適用した場合、総会に報告しなければならない。 

 

 

第５章第５章第５章第５章        会会会会    議議議議    

 

（種別） 

第３４条 本会は、役員会を置く。 

２ 本会は、全体会議を置く。 

３ 本会は、役員会の決議により、必要に応じて委員会を置くことができる。 

 

（構成） 

第３５条 役員会は、執行役員ならびに顧問、事務局、第２５条第４項をもって構成する。 

２ 全体会議は、全役員並びに名誉会長、顧問、事務局をもって構成する。 

３ 委員会は、執行役員の中から委員長を会長が委嘱し、委員長が会員から選任した委員若干名をも 

って構成する。 

 

（委員の報酬及び費用） 

第３６条 委員会の委員は無報酬とする。 

２ 委員会の委員には、その職務を行うために要する費用の支払いをすることができる。 

 

（権限） 

第３７条 役員会は、この会則に定めるもののほか、次の職務を行う。 

１．本会の事業執行の決定 



２．役員の職務の執行の監督 

３．各事業年度の事業計画及び収支予算の承認 

４．その他、本会の運営に必要な事項の審議 

２ 全体会議は、全役員の職務の執行の監督を行い、全体の連携を図るものとする。 

３ 委員会は、その設置目的に応じた案件を検討し、その結果を役員会に報告し、決議を得てそれを 

執行し、本会の円滑な運営を図るものとする。 

 

（開催） 

第３８条 会議は、次のいずれかに該当する場合に開催する。 

１．会長が必要と認めたとき 

２．会長以外の役員から会議の目的である事項の申請をもって会長に招集の請求があったとき。 

 

（招集） 

第３９条 会議は、会長が招集する。 

２ 会議を招集するときは、会議の日時等の必要事項を記載した書面又はそれに相当するものをもっ 

て事前に通知しなければならない。ただし、当該構成員全員の同意があるときは、招集の手続きを 

経ることなく会議を開催することができる。 

 

（議長） 

第４０条 役員会並びに全体会議の議長は、会長がこれに当たる。 

２ 委員会の議長は、委員長がこれに当たる。 

３ 会長ならびに委員長が欠けたとき、又は会長ならびに委員長に事故があった場合は、出席した構 

 成員の中から議長を選出する。 

 

（定足数） 

第４１条 会議は、当該構成員の過半数の出席がなければ開催することができない。 

２ 会議に出席しない構成員は、他の構成員を代理人として、その権限を行使することができる。 

３ 前第２項の代理人によって権限を行使するときは、会議前日までに代理権を証する書面を会長に 

提出しなければならない。 

４ 前第２項又は前第３項の適用のない場合には、議決権を議長に委任したものとする。 

５ 前第２項の場合における前第３項及び前第４項の適用については、会議に出席したものとみなす。 

 

（決議） 

第４２条 会議の決議は、決議について特別の利害関係を有する構成員を除く構成員の過半数をもっ 

て行う。 

 

（議事録） 

第４３条 会議の議事については、議事録を作成する。 

２ 会議の議長は、議事録に署名する。 

 

 

 

第６章第６章第６章第６章        財財財財    務務務務    

 

（会計責任者） 

第４４条 本会の会計責任者は、会長がこれにあたる。 

 



（活動協力金） 

第４５条 本会の正会員および準会員ならびに特別会員は、活動協力金として一口１，０００円、一 

口以上を自らの意思で納付することができる。 

２ 既納の活動協力金は、いかなる理由があってもこれを返還しない。 

 

（寄付金） 

第４６条 本会は、寄付金を募ることができる。 

２ 既納の寄付金は、いかなる理由があってもこれを返還しない。 

 

（運営資金） 

第４７条 本会の運営は、終身会費、活動協力金、預金利息、寄付金、雑収入、定期預金取崩収入を 

もって充てるものとする。 

２ 定期預金は、予算執行において一時的な資金調達を必要としたとき、会長の承認により予算計上 

の有無を問わず、取崩して運営資金に一時充てることができるものとする。 

 

（運営資金の徴収事務） 

第４８条 運営資金の徴収事務は、事務局が行うものとする。 

 

（資産の管理） 

第４９条 本会の資産は、会長が管理する。 

 

（事業年度） 

第５０条 本会の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 

（予算の区別） 

第５１条 本会の会計は、一般会計予算と特別会計予算で行なう。 

 

（一般会計予算） 

第５２条 一般会計予算は、年度会計とする。 

 

（会計年度） 

第５３条 本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 

（特別会計予算） 

第５４条 特別会計予算は特別会計とし、会長が選任した特別委員会が原案を作成し、役員会の決議 

を得るものとする。 

２ 特別会計予算は、役員会における決議を得て施行するものとする。 

 

（特別会計における収入） 

第５５条 特別会計における収入は、当該年度の一般会計における総収入の６０％を限度として、こ 

れを充てることができるほか、寄付金等とする。 

 

（繰越金） 

第５６条 会計年度末において、決算剰余が生じた場合は、繰越金として次年度の収入に繰り入れる 

ものとする。 

 

（支出区分） 

第５７条 収支予算における支出区分は、次のとおりとする。 



１． 会議費 

２． 旅費交通費 

３． 通信運搬費 

４． 消耗品費 

５． 備品購入費 

６． 委託費 

７． 卒業記念品費 

８． 学校施設備品助成金 

９． 課外活動助成金 

１０．予備費 

１１．雑費 

１２．定期預金積立金 

１３．特別会計への繰入金 

 

（事業計画及び収支予算） 

第５８条 本会の事業計画及び収支予算は、毎事業年度の開始の日の前日までに会長が作成し、役員 

会の決議を得るものとする。また、これを変更する場合も役員会の決議を得るものとする。 

 

（必要経費の支払い） 

第５９条 正当な必要経費の支払いについては、役員会の承認をもって執行する。 

 

（経費の支出条件） 

第６０条 経費の支出は、すべて事務局に申請し、役員会で承認を得なければならない。 

２ 経費の支出にあたっては、債権者からの請求書が提出されなければならない。ただし、経費の性 

質上請求書を徴することが困難な場合においてはこの限りではないものとする。 

 

（支出所定事項） 

第６１条 支払が終了したときには、支払先からの領収書を事務局に提出しなければならない。ただ 

し、経費の性質上領収書を徴することが困難な場合においてはこの限りではないものとする。 

 

（会計監査） 

第６２条 監事は、毎事業年度終了後に会計を精査する。 

２ 監事は、監査報告を作成し、定時総会において監査内容を報告する。 

３ 前項の監査報告は、監事が署名していなければならない。 

４ 監事は、会計処理について不正を発見したとき、役員会を招集し報告しなければならない。 

 

（事業報告及び決算報告） 

第６３条 本会の事業報告及び決算報告については、毎事業年度終了後、会長が次の書類を作成し、 

監事の会計監査を受け、役員会の承認を受けた上で定時総会に提出し承認を受けなければならない。 

１．事業報告書 

２．決算報告書 

３．その他必要な書類 

 

 

第７章第７章第７章第７章        母校への経済的支援母校への経済的支援母校への経済的支援母校への経済的支援    

（支援の区分） 

第６４条 母校への経済的支援は次の２つに区分する。 



１．学校施設備品助成金 

２．課外活動助成金 

 

（学校施設備品助成金） 

第６５条 母校から、備品の購入あるいは設備の拡充や補修、教育振興のための支援依頼があった場 

合には、事務局で原案を作成し、役員会で可否を決議する。 

 

（課外活動助成金） 

第６６条 母校在校生の課外活動の振興のため、当該団体（部活動、委員会等）もしくは当該個人に 

対し課外活動助成金を支給することができる。 

２ 支給にあたっては、母校と調整をしながら事務局で原案を作成し、役員会で可否を決議する。 

３ 支給条件は次の通りとする。 

１．母校の課外活動として、高体連、高野連、高文連主催の全国大会、あるいは同等レベルの大会 

等に出場した場合。 

２．役員会が承認した場合。 

３．個人の活動として出場もしくは出展し、優秀な成績をおさめた場合は、役員会で協議の上、褒 

賞を与えることができる。 

 

（支援の金額） 

第６７条 母校への経済支援は、毎年納められる終身会費の３０％程度を目安とし、実際の施行額は 

母校と充分な協議の上、決定するものとする。 

 

 

第８章第８章第８章第８章        会則の変更会則の変更会則の変更会則の変更    

 

第６８条 この会則は、総会の決議によって変更することができる。 

 

 

第９章第９章第９章第９章        事務局事務局事務局事務局    

 

（事務局） 

第６９条 本会の事務を処理するため、事務局を置く。 

 

（構成） 

第７０条 事務局は、次をもって構成する。 

１．会長 

２．顧問 

３．執行役員のうち、副会長、書記、会計、常任幹事 

４．母校総務部職員 

５．会長が必要と認め、役員会の承認を得たもの 

６．顧問が必要と認めたもの 

 

（職務） 

第７１条 会長は、副会長、書記、会計、常任幹事及び前条５を統括し、事務局を総理する。 

２ 顧問は、前条４及び６を統括し、会長と連携し事務局を総理する。 

３ 前条１、３、５の職務は、会則の定めによるものとする。 



４ 前条２、４、６の職務は、母校の定めによるものとする。 

 

（書類等の管理） 

第７２条 事務局は、会則に定める書類等を保管、管理し、これを処理する。 

２ 書類等は、電磁データによる保管を認めるものとする。 

 

（書類等の保存期間） 

第７３条 会則に定める書類等の保存期間は次のとおりとする。 

１．会員名簿      永 年 

２．議事録       永 年 

３．総会議案書     永 年 

４．その他の書類等   ５年間 

 

 

第１０章第１０章第１０章第１０章        雑雑雑雑    則則則則    

 

（委任） 

第７４条 この会則によりがたい場合は、役員会での決議により別に定めるものとする。 

 

 

附附附附    則則則則    

 

本会会則は、昭和５８年 ３月 ９日から実施する。 

 

平成 ６年 ８月 ７日  一部改正 

 

平成１５年 ８月 ３日  一部改正 

 

平成１８年 ７月２３日  一部改正 

 

平成２４年 ９月１６日  改正 

 

この会則は、平成２４年 ４月 １日から施行する。 

ただし、施行時の執行役員の任期は、第２９条第１項の定めにかかわらず、平成２６年度定時総会 

の終結の時までとする。 

 


